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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

発令    ：平成17年11月7日号外法律第123号 

 
第五条 この法律において「障害福祉サービス」とは、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、

行動援護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓

練、就労移行支援、就労継続支援及び共同生活援助をいい、「障害福祉サービス事業」とは、

障害福祉サービス（障害者支援施設、独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

法（平成十四年法律第百六十七号）第十一条第一号の規定により独立行政法人国立重度知的

障害者総合施設のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみの園」という。）その他厚生労働

省令で定める施設において行われる施設障害福祉サービス（施設入所支援及び厚生労働省令

で定める障害福祉サービスをいう。以下同じ。）を除く。）を行う事業をいう。 

２ この法律において「居宅介護」とは、障害者等につき、居宅において入浴、排せつ又は食

事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。 

３ この法律において「重度訪問介護」とは、重度の肢体不自由者その他の障害者であって常

時介護を要するものとして厚生労働省令で定めるものにつき、居宅における入浴、排せつ又

は食事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜及び外出時における移動中の介護を総合

的に供与することをいう。 

４ この法律において「同行援護」とは、視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者

等につき、外出時において、当該障害者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、

移動の援護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。 

５ この法律において「行動援護」とは、知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有

する障害者等であって常時介護を要するものにつき、当該障害者等が行動する際に生じ得る

危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護その他の厚生労働省令で定

める便宜を供与することをいう。 

６ この法律において「療養介護」とは、医療を要する障害者であって常時介護を要するもの

として厚生労働省令で定めるものにつき、主として昼間において、病院その他の厚生労働省

令で定める施設において行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における

介護及び日常生活上の世話の供与をいい、「療養介護医療」とは、療養介護のうち医療に係

るものをいう。 

７ この法律において「生活介護」とは、常時介護を要する障害者として厚生労働省令で定め

る者につき、主として昼間において、障害者支援施設その他の厚生労働省令で定める施設に

おいて行われる入浴、排せつ又は食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他

の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。 

８ この法律において「短期入所」とは、居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由

により、障害者支援施設その他の厚生労働省令で定める施設への短期間の入所を必要とする

障害者等につき、当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ又は食事の介護その他の厚

生労働省令で定める便宜を供与することをいう。 

９ この法律において「重度障害者等包括支援」とは、常時介護を要する障害者等であって、

その介護の必要の程度が著しく高いものとして厚生労働省令で定めるものにつき、居宅介護

その他の厚生労働省令で定める障害福祉サービスを包括的に提供することをいう。 

１０ この法律において「施設入所支援」とは、その施設に入所する障害者につき、主として
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夜間において、入浴、排せつ又は食事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する

ことをいう。 

１１ この法律において「障害者支援施設」とは、障害者につき、施設入所支援を行うととも

に、施設入所支援以外の施設障害福祉サービスを行う施設（のぞみの園及び第一項の厚生労

働省令で定める施設を除く。）をいう。 

１２ この法律において「自立訓練」とは、障害者につき、自立した日常生活又は社会生活を

営むことができるよう、厚生労働省令で定める期間にわたり、身体機能又は生活能力の向上

のために必要な訓練その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。 

１３ この法律において「就労移行支援」とは、就労を希望する障害者につき、厚生労働省令

で定める期間にわたり、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをい

う。 

１４ この法律において「就労継続支援」とは、通常の事業所に雇用されることが困難な障害

者につき、就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、

その知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の厚生労働省令で定める便宜を供与す

ることをいう。 

１５ この法律において「共同生活援助」とは、障害者につき、主として夜間において、共同

生活を営むべき住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助

を行うことをいう。 

１６ この法律において「相談支援」とは、基本相談支援、地域相談支援及び計画相談支援を

いい、「地域相談支援」とは、地域移行支援及び地域定着支援をいい、「計画相談支援」と

は、サービス利用支援及び継続サービス利用支援をいい、「一般相談支援事業」とは、基本

相談支援及び地域相談支援のいずれも行う事業をいい、「特定相談支援事業」とは、基本相

談支援及び計画相談支援のいずれも行う事業をいう。 

１７ この法律において「基本相談支援」とは、地域の障害者等の福祉に関する各般の問題に

つき、障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情

報の提供及び助言を行い、併せてこれらの者と市町村及び第二十九条第二項に規定する指定

障害福祉サービス事業者等との連絡調整（サービス利用支援及び継続サービス利用支援に関

するものを除く。）その他の厚生労働省令で定める便宜を総合的に供与することをいう。 

１８ この法律において「地域移行支援」とは、障害者支援施設、のぞみの園若しくは第一項

若しくは第六項の厚生労働省令で定める施設に入所している障害者又は精神科病院（精神科

病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含む。第八十九条第四項において同じ。）

に入院している精神障害者その他の地域における生活に移行するために重点的な支援を必

要とする者であって厚生労働省令で定めるものにつき、住居の確保その他の地域における生

活に移行するための活動に関する相談その他の厚生労働省令で定める便宜を供与すること

をいう。 

１９ この法律において「地域定着支援」とは、居宅において単身その他の厚生労働省令で定

める状況において生活する障害者につき、当該障害者との常時の連絡体制を確保し、当該障

害者に対し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の厚生労働省令で定める場合に

相談その他の便宜を供与することをいう。 

２０ この法律において「サービス利用支援」とは、第二十条第一項若しくは第二十四条第一
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項の申請に係る障害者等又は第五十一条の六第一項若しくは第五十一条の九第一項の申請

に係る障害者の心身の状況、その置かれている環境、当該障害者等又は障害児の保護者の障

害福祉サービス又は地域相談支援の利用に関する意向その他の事情を勘案し、利用する障害

福祉サービス又は地域相談支援の種類及び内容その他の厚生労働省令で定める事項を定め

た計画（以下「サービス等利用計画案」という。）を作成し、第十九条第一項に規定する支

給決定（次項において「支給決定」という。）、第二十四条第二項に規定する支給決定の変

更の決定（次項において「支給決定の変更の決定」という。）、第五十一条の五第一項に規

定する地域相談支援給付決定（次項において「地域相談支援給付決定」という。）又は第五

十一条の九第二項に規定する地域相談支援給付決定の変更の決定（次項において「地域相談

支援給付決定の変更の決定」という。）（以下「支給決定等」と総称する。）が行われた後

に、第二十九条第二項に規定する指定障害福祉サービス事業者等、第五十一条の十四第一項

に規定する指定一般相談支援事業者その他の者（次項において「関係者」という。）との連

絡調整その他の便宜を供与するとともに、当該支給決定等に係る障害福祉サービス又は地域

相談支援の種類及び内容、これを担当する者その他の厚生労働省令で定める事項を記載した

計画（以下「サービス等利用計画」という。）を作成することをいう。 

２１ この法律において「継続サービス利用支援」とは、第十九条第一項の規定により支給決

定を受けた障害者若しくは障害児の保護者（以下「支給決定障害者等」という。）又は第五

十一条の五第一項の規定により地域相談支援給付決定を受けた障害者（以下「地域相談支援

給付決定障害者」という。）が、第二十三条に規定する支給決定の有効期間又は第五十一条

の八に規定する地域相談支援給付決定の有効期間内において継続して障害福祉サービス又

は地域相談支援を適切に利用することができるよう、当該支給決定障害者等又は地域相談支

援給付決定障害者に係るサービス等利用計画（この項の規定により変更されたものを含む。

以下同じ。）が適切であるかどうかにつき、厚生労働省令で定める期間ごとに、当該支給決

定障害者等の障害福祉サービス又は当該地域相談支援給付決定障害者の地域相談支援の利

用状況を検証し、その結果及び当該支給決定に係る障害者等又は当該地域相談支援給付決定

に係る障害者の心身の状況、その置かれている環境、当該障害者等又は障害児の保護者の障

害福祉サービス又は地域相談支援の利用に関する意向その他の事情を勘案し、サービス等利

用計画の見直しを行い、その結果に基づき、次のいずれかの便宜の供与を行うことをいう。 

一 サービス等利用計画を変更するとともに、関係者との連絡調整その他の便宜の供与を行

うこと。 

二 新たな支給決定若しくは地域相談支援給付決定又は支給決定の変更の決定若しくは地

域相談支援給付決定の変更の決定が必要であると認められる場合において、当該支給決定

等に係る障害者又は障害児の保護者に対し、支給決定等に係る申請の勧奨を行うこと。 

２２ この法律において「自立支援医療」とは、障害者等につき、その心身の障害の状態の軽

減を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療であって政令で定めるも

のをいう。 

２３ この法律において「補装具」とは、障害者等の身体機能を補完し、又は代替し、かつ、

長期間にわたり継続して使用されるものその他の厚生労働省令で定める基準に該当するも

のとして、義肢、装具、車いすその他の厚生労働大臣が定めるものをいう。 

２４ この法律において「移動支援事業」とは、障害者等が円滑に外出することができるよう、

障害者等の移動を支援する事業をいう。 
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２５ この法律において「地域活動支援センター」とは、障害者等を通わせ、創作的活動又は

生産活動の機会の提供、社会との交流の促進その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する

施設をいう。 

２６ この法律において「福祉ホーム」とは、現に住居を求めている障害者につき、低額な料

金で、居室その他の設備を利用させるとともに、日常生活に必要な便宜を供与する施設をい

う。 

 

（介護給付費等の支給決定） 

第十九条 介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費又は特例訓練等給付費（以下「介護給

付費等」という。）の支給を受けようとする障害者又は障害児の保護者は、市町村の介護給

付費等を支給する旨の決定（以下「支給決定」という。）を受けなければならない。 

２ 支給決定は、障害者又は障害児の保護者の居住地の市町村が行うものとする。ただし、障

害者又は障害児の保護者が居住地を有しないとき、又は明らかでないときは、その障害者又

は障害児の保護者の現在地の市町村が行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、第二十九条第一項若しくは第三十条第一項の規定により介護給

付費等の支給を受けて又は身体障害者福祉法第十八条第二項若しくは知的障害者福祉法第

十六条第一項の規定により入所措置が採られて障害者支援施設、のぞみの園又は第五条第一

項若しくは第六項の厚生労働省令で定める施設に入所している障害者及び生活保護法（昭和

二十五年法律第百四十四号）第三十条第一項ただし書の規定により入所している障害者（以

下この項において「特定施設入所障害者」と総称する。）については、その者が障害者支援

施設、のぞみの園、第五条第一項若しくは第六項の厚生労働省令で定める施設又は同法第三

十条第一項ただし書に規定する施設（以下「特定施設」という。）への入所前に有した居住

地（継続して二以上の特定施設に入所している特定施設入所障害者（以下この項において「継

続入所障害者」という。）については、最初に入所した特定施設への入所前に有した居住地）

の市町村が、支給決定を行うものとする。ただし、特定施設への入所前に居住地を有しない

か、又は明らかでなかった特定施設入所障害者については、入所前におけるその者の所在地

（継続入所障害者については、最初に入所した特定施設の入所前に有した所在地）の市町村

が、支給決定を行うものとする。 

４ 前二項の規定にかかわらず、児童福祉法第二十四条の二第一項若しくは第二十四条の二十

四第一項の規定により障害児入所給付費の支給を受けて又は同法第二十七条第一項第三号

若しくは第二項の規定により措置（同法第三十一条第四項の規定により同法第二十七条第一

項第三号又は第二項に規定する措置とみなされる場合を含む。）が採られて第五条第一項の

厚生労働省令で定める施設に入所していた障害者等が、継続して、第二十九条第一項若しく

は第三十条第一項の規定により介護給付費等の支給を受けて、身体障害者福祉法第十八条第

二項若しくは知的障害者福祉法第十六条第一項の規定により入所措置が採られて又は生活

保護法第三十条第一項ただし書の規定により特定施設に入所した場合は、当該障害者等が満

十八歳となる日の前日に当該障害者等の保護者であった者（以下この項において「保護者で

あった者」という。）が有した居住地の市町村が、支給決定を行うものとする。ただし、当

該障害者等が満十八歳となる日の前日に保護者であった者がいないか、保護者であった者が

居住地を有しないか、又は保護者であった者の居住地が明らかでない障害者等については、

当該障害者等が満十八歳となる日の前日におけるその者の所在地の市町村が支給決定を行



2016/7/15 10:16 

うものとする。 

５ 前二項の規定の適用を受ける障害者等が入所している特定施設は、当該特定施設の所在す

る市町村及び当該障害者等に対し支給決定を行う市町村に、必要な協力をしなければならな

い。 

 
（介護給付費又は訓練等給付費） 

第二十九条 市町村は、支給決定障害者等が、支給決定の有効期間内において、都道府県知事

が指定する障害福祉サービス事業を行う者（以下「指定障害福祉サービス事業者」という。）

若しくは障害者支援施設（以下「指定障害者支援施設」という。）から当該指定に係る障害

福祉サービス（以下「指定障害福祉サービス」という。）を受けたとき、又はのぞみの園か

ら施設障害福祉サービスを受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該支給決

定障害者等に対し、当該指定障害福祉サービス又は施設障害福祉サービス（支給量の範囲内

のものに限る。以下「指定障害福祉サービス等」という。）に要した費用（食事の提供に要

する費用、居住若しくは滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用又は創作的活動若

しくは生産活動に要する費用のうち厚生労働省令で定める費用（以下「特定費用」という。）

を除く。）について、介護給付費又は訓練等給付費を支給する。 

２ 指定障害福祉サービス等を受けようとする支給決定障害者等は、厚生労働省令で定めると

ころにより、指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又はのぞみの園（以下「指

定障害福祉サービス事業者等」という。）に受給者証を提示して当該指定障害福祉サービス

等を受けるものとする。ただし、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合については、

この限りでない。 

３ 介護給付費又は訓練等給付費の額は、一月につき、第一号に掲げる額から第二号に掲げる

額を控除して得た額とする。 

一 同一の月に受けた指定障害福祉サービス等について、障害福祉サービスの種類ごとに指定

障害福祉サービス等に通常要する費用（特定費用を除く。）につき、厚生労働大臣が定める

基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定障害福祉サービス等に要した費用（特

定費用を除く。）の額を超えるときは、当該現に指定障害福祉サービス等に要した費用の額）

を合計した額 

二 当該支給決定障害者等の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額（当該

政令で定める額が前号に掲げる額の百分の十に相当する額を超えるときは、当該相当する

額） 

４ 支給決定障害者等が指定障害福祉サービス事業者等から指定障害福祉サービス等を受け

たときは、市町村は、当該支給決定障害者等が当該指定障害福祉サービス事業者等に支払う

べき当該指定障害福祉サービス等に要した費用（特定費用を除く。）について、介護給付費

又は訓練等給付費として当該支給決定障害者等に支給すべき額の限度において、当該支給決

定障害者等に代わり、当該指定障害福祉サービス事業者等に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、支給決定障害者等に対し介護給付費又は訓練等給

付費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、指定障害福祉サービス事業者等から介護給付費又は訓練等給付費の請求があっ

たときは、第三項第一号の厚生労働大臣が定める基準及び第四十三条第二項の都道府県の条

例で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準（指定障害福祉サービ
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スの取扱いに関する部分に限る。）又は第四十四条第二項の都道府県の条例で定める指定障

害者支援施設等の設備及び運営に関する基準（施設障害福祉サービスの取扱いに関する部分

に限る。）に照らして審査の上、支払うものとする。 

７ 市町村は、前項の規定による支払に関する事務を国民健康保険法（昭和三十三年法律第百

九十二号）第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）

に委託することができる。 

８ 前各項に定めるもののほか、介護給付費及び訓練等給付費の支給並びに指定障害福祉サー

ビス事業者等の介護給付費及び訓練等給付費の請求に関し必要な事項は、厚生労働省令で定

める。 


